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はしがき

　アジア経済研究所では，アジア各国の政治，経済，対外関係に関する動向を的確に伝えることを
目的に，1970 年以降毎年『アジア動向年報』を発行してきました。時代とともに対象国・地域も
変化し，現在は 23 のアジアの国・地域およびアメリカの対アジア関係をカバーしています。事業
開始から 50 年以上経ちましたが，アジア各国・地域を長年観察してきた所内外の研究者が現地の
一次資料や現地調査に基づき，その年に起きた重要な出来事や変化を解説するというスタイルは現
在でも変わっていません。執筆者が交代しても，同じフォーマットで50年以上にわたりアジア各国・
地域の動向を伝える書は，世界をみても類似のものはないといってよいでしょう。
　『アジア動向年報』には 2 つの役割があります。ひとつは，アジア各国・地域で起きた事象の時
事的な解説を行うとともに，その歴史的背景や意味についても明らかにし，アジア各国を理解する
うえで有用な情報を提供することです。もうひとつは，歴史を振り返る資料としての役割です。と
はいえ，現在の『アジア動向年報』は各年単位で読む仕様となっており，各国の動向を時系列で追
うには不便との声が寄せられてきました。
　そこで 50 年分の蓄積を生かし，既刊の年報から各国の章を抽出して 10 年ごとに 1 冊に束ね，
各国の動向を 10 年単位で把握できるよう，『アジア動向年報〈バンドル版〉』を作成することに
なりました。既刊のものをまとめるだけでなく，冒頭には第一線の研究者が新たに執筆した各国
の 10 年間を理解するための解説を付しています。これにより，各国の長期の動向をより理解し
やすくなり，多くの方にご利用いただけるのではないかと思います。2021 年の第 1 巻（2010 ～
2019 年），2022 年の第 2 巻（2000 ～ 2009 年）に続き，今回は 1990 ～ 1999 年までの 10 年
分を第 3 巻として公刊します。今後は 1970 年までさかのぼり計 5 巻作成する予定です。
　なお，本バンドル版はこれまでの A5 判と異なり，B5 判で制作しています。これは『アジア動
向年報』の判型が 1990 年代の途中で B5 判から A5 判に変更されており，判型をどちらかに統一
する必要があったためです。また判型の変更とともに本文の体裁も 2 段組みから 1 段組みとなっ
たため，既存部分のレイアウトが 1994 年前後で異なっています。あらかじめご承知おきください。
　今回のバンドル版もまた価値ある資料として，アジア各国・地域を理解する一助となることを願っ
ています。

　2024 年２月

日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

深尾京司
表紙・本文デザイン　羽田野めぐみ
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　1990年代のモンゴルは，長年におよぶ社会
主義体制と旧ソ連の影響を離れ，新たな国づく
りに乗り出した。政治面では，東欧諸国の民主
化の流れがモンゴルにも波及すると，当時の独
裁政党であった人民革命党（現在の人民党）と
政府は早々に一党独裁放棄を決定，1990年に
は史上初の複数政党制による自由選挙が行われ
た。そして1992年には新憲法を制定，国名を

「モンゴル人民共和国」から「モンゴル国」へ
と改めた。さらに1996年には総選挙で非人民
革命党系の民主連合が初めて勝利したが，結果
として誕生した政権は内部対立などで混乱を極
めた。また，後に続く腐敗問題が表面化したの
もこの時期であった。
　経済面では，それまでの社会主義計画経済か
ら市場経済への移行が課題となった。市場経済
化政策は1991年の価格自由化を皮切りに急進的
に進められたが，その過程でさまざまな負の影
響が噴出した。それらのうち国内総生産（GDP）
の縮小は短期間に留まり，インフレも一応は収
束したものの，失業と貧困といった社会問題は
解決をみず，むしろ慢性化の傾向を示した。

　対外関係では，旧ソ連一辺倒の外交から全方
位外交への転換を実現させた。とりわけ，かつ
て敵対していた中国，ならびに日本との関係が
急速に拡大した。他方，ソ連崩壊を受けロシア
との間で友好的な関係維持を図る動きはみられ
たが，モンゴルの対旧ソ連累積債務については
両国間で意見が一致せず，懸案として残った。

国内政治

民主化実現と新体制の課題
　モンゴルの1990年代は民主化運動の高まり
のなかで幕を開けた。前年の1989年12月に
若者や学生らによる「モンゴル民主同盟」が
首都ウランバートルで民主化要求デモを挙行，
1990年に入ると参加者が増加するとともに，
要求も体制枠内改革から憲法改正や自由選挙へ
とエスカレートしていった。これに対し，当時
の独裁政党であった人民革命党は，デモ隊を弾
圧するのではなく自らすみやかに一党独裁制を
放棄し，大統領制や複数政党制に基づく二院制
議会の導入を定めた憲法改正を行った。同年中
に史上初の自由選挙が実施され，人民革命党が
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　そのような状況下で，モンゴルが選択したの
は市場経済への移行であった。1991年には市
場経済化への最初の政策として価格自由化が行
われ，次いで国営・公営企業の民営化や資産の
私有化が始まった。さらに，規制緩和や為替の
自由化，税制および法制度整備が相次いで進め
られた。
　しかし，急速な体制転換は負の影響を伴うも
のであった。それまで市場経済の経験がなかっ
たモンゴルでは新たな経済体制に関するノウハ
ウが行き渡っておらず，民営化を実施したもの
の倒産や休眠状態に陥る企業が相次いだ。加
えて旧コメコン諸国からの輸入が困難になっ
たことでモノ不足が発生，外貨の不足も相まっ
て市場経済化開始直後の経済は大混乱となり，
GDP縮小やハイパーインフレーション，通貨
トゥグルグの下落，失業や貧困の発生と拡大，
犯罪の増加といった問題が噴出した。このうち，

経済成長率は1994年にプラスに転じ，消費者
物価指数上昇率も1992年の325.5％から徐々
に縮小していった。ただ，その後の経済成長率
は1995年に6.3％を記録したのが最高と伸び悩
み，この間を通じて実質GDPは市場経済化開
始前の水準を回復するに至らなかった。さらに，
トゥグルグの下落や他の問題はほとんど解決せ
ず，むしろ慢性化する傾向を示した。
　このような経済の不振が続くなかで，数少な
い光明となったのが牧畜業であった。とりわけ，
社会主義時代に伸び悩みを続けてきた家畜頭数
の増加は特筆される。家畜頭数はゾド（雪害）
による大量死があった1993年を除いて増加を
続け，その結果，1990年に2550万頭であった
のが，1997年には史上初めて3000万頭を突破，
1999年の3350万頭へと一気に増加した。この
背景には，民営化・私有化政策によって牧畜民
が集団農場から家畜を得て独立し，家畜から得

両院を制したものの，野党に配慮して連立政権
を組織し，新たな体制づくりに臨むこととなっ
た。その結果，1992年に新たな憲法が国会で
採択，施行された。これにより，モンゴルはそ
れまでの国名「モンゴル人民共和国」を変更，「モ
ンゴル国」として新たなスタートを切った。
　特筆すべきは，この民主化が暴力や武力を伴
わず，政府と民主化勢力との対話によって実現
したことである。その背景には，ソ連と中国と
いう両大国の狭間にあり，当時ソ連軍が駐留し
ていたモンゴルにとって，独立を維持するには
外国の介入の口実を与えるような衝突を避け，
国民が立場を超えて団結することが最も重要で
あるとの意識が政府と民主化勢力の双方に存在
したことが挙げられる。前年に中国で起きた第
2次天安門事件に対する諸外国の反応も，モン
ゴルにとって一種の教訓になったものと考えら
れる。また，東欧諸国が相次いで民主化してい
くなかで，人民革命党にとっては一党独裁に固
執して国内の反発を招くよりも，自由選挙制の
下で知名度や支持基盤を活かし，与党の座を確
保する方が現実的な選択であった。実際，新憲
法により一院制議会となって初めて行われた
1992年の総選挙で，人民革命党は定数76議席
中71議席を獲得している。
　ところが，1993年に行われた大統領選挙で
は現職のオチルバト大統領が野党勢力の統一候
補として当選した。さらに，1996年総選挙で
は民族民主党と社会民主党を中心とする民主連
合が大勝，モンゴルで初めて非人民革命党政権
が誕生した。しかし，新政権が発足直後に開始
した省庁再編や自由化政策が性急に過ぎるとし
て国民の批判が集中，民主連合は同年の統一地
方選挙に続いて1997年の大統領選挙でも敗北

した。さらに民主連合内部の対立が表面化した
ことで，1998年から1999年の間に首相が3度
交代，とくに1998年には5カ月にわたって首
相が指名できない事態が発生した。
　このように，モンゴルでは民主化から新憲法
制定，初の政権交代というプロセスを平和裏に
実現させており，1990年代を通じて民主主義
の定着には一定の成功を収めている。しかし，
新たな体制の下で政治を安定させるには至らな
かった。
　加えて，民主化以後の問題となっているのが
政官財の腐敗である。1996年総選挙で民主連
合が大勝した背景のひとつが，人民革命党政権
下での相次ぐ権力濫用や汚職に対する国民の批
判であった。しかし，民主連合政権下でも腐敗
は解消されず，むしろ1999年には現職議員が
逮捕される事件も発生している。腐敗の蔓延に
対しては法制度の整備やセミナー開催などの対
策がなされてはいるが，目立った改善はみられ
ず，腐敗はこの10年間でモンゴルに根付いた
観がある。

経　 済

市場経済化政策の開始
　1990年代には経済面でも根本的な刷新がな
された。それまでモンゴルはソ連を範とする社
会主義計画経済を運営してきており，ソ連・東
欧諸国から支援を受けつつ，経済相互援助会議

（コメコン）の一員としてソ連・東欧諸国との
分業体制に組み込まれていた。しかし，1990
年に入るとソ連やコメコン内の混乱などから，
経済面でも旧来の体制はもはや維持が不可能に
なっていた。
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図 1　1990 年～ 1999 年の国別貿易総額（単位：100 万ドル）

（注）ドイツの 1990 年は旧東ドイツとの貿易総額を含む。
（出所）State Statistical Office of Mongolia (1996), Mongolian Economy and Society in 1996，
National Statistical Office of Mongolia (1999), Mongolian Statistical Yearbook 1999 より筆者作成。
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して無償資金協力を中心に，二国間の援助も拡
大し，日本はモンゴルへの最大の援助国となっ
た。他方，モンゴルもオチルバト大統領が就任
後初の外遊先として日本を選んだほか，阪神・
淡路大震災に際しては支援物資を送付するな
ど，日本との関係を重視する姿勢を示した。こ
れにモンゴルからの大相撲力士の入門と活躍
も加わり，モンゴルにおける日本のイメージは
急速に改善された。経済面でも，日本からモン
ゴルへの観光客の増加，大阪＝ウランバートル
直行便開設などにより，両国間の結びつきは強
まった。
　他方，ロシアとの間では，旧ソ連時代から引
き継いだ問題の清算と，隣国としての新たな友
好・協力関係づくりが課題となった。このうち，
ソ連崩壊前の1990年には合意していた旧ソ連
軍の撤退は進展し，1992年に完了した。1993
年にはオチルバト大統領のロシア訪問の際に
モンゴル・ロシア友好協力条約を締結，ソ連と
の間で結ばれた軍事面での相互援助関係が名実
ともに終了した。また，この年には通商や国境
での協力などに関する協定も相次いで締結され
た。加えて，両国の間では要人の往来に加えて，
隣接する行政単位を中心に，地方間の交流も拡
大した。これらと並行して，悪化したモンゴル

国内の対ソ連・ロシアへの感情も，次第に良好
なものへと変化していった。
　ただ，対ロシア関係に影を落としたのが，モ
ンゴルの旧ソ連に対する累積債務であった。コ
メコン体制下でモンゴルは帳簿上大幅な輸入超
過状態にあり，貿易赤字をソ連からの融資で穴
埋めする形となっていた。これにより蓄積され
た債務はソ連からロシアに引き継がれたが，金
額は当時コメコン内貿易の決算単位として用い
られていた振替ルーブルで算定されており，償
還にはこれをドルに換算する必要があった。し
かし，その際のレートで両国の意見がまとまら
ず，債務償還は1990年代を通じて進まなかっ
た。また，社会主義時代のモンゴルは燃料と電
力をソ連からの輸入に依存しており，この構図
は新たなモンゴルとロシアとの間でも変わらな
かった。とくにこの年代にはロシアからの燃料
や電力の輸入がたびたび停止し，モンゴル国内
の供給不足や国民の不安を引き起こした。
　モンゴルは1990年代を通じて，政治・経済・
対外関係の根本的な体制転換を果たしたとはい
える。その一方で，新たな政治・経済・社会の
あり方については模索続きのまま，2000年代
を迎えることとなった。

（高知大学地域協働学部教授）

られる利益を自ら処分できるようになったこと
が挙げられる。1990年代前半には都市での失
業者や年金生活者が地方で遊牧を始める例が相
次いで報告されるなど，都市の困窮者を牧畜業
が吸収した面がある。1990年代を通じて，牧
畜業はモンゴルの経済・社会の混乱を緩和する
役割を果たしたといえる。
　また，政治経済体制の転換は貿易構造の大
幅な変化ももたらした。図1は1990年代にお
けるモンゴルの貿易総額をまとめたものであ
る。1990年にはソ連との貿易が圧倒的な比重
を占めていたが，1991年にソ連の混乱やコメ
コン解体で貿易が急減，その後も減少傾向に
ある。代わって拡大したのが対中国貿易であ
り，1999年にはロシアに代わり中国がモンゴ
ルにとって最大の貿易相手国となった。また，
1990年にはほとんどみられなかった対日本貿
易も，この期間を通じて増加している。もっと
も，モンゴルの経済の低調さもあり，貿易総額
は1990年の水準からは大幅に低いままで推移
した。

対外関係

ソ連の影響を離れ新たな外交を展開
　対外関係では，ソ連の影響下での外交から自
主・全方位外交への転換がなされた。以前のモ
ンゴルは対外関係でもソ連に忠実な姿勢をとっ
てきたが，1990年の民主化運動の過程で，ソ連
がモンゴルを抑圧しつづけてきたとして，対ソ
連追随からの脱却を求める声が噴出した。さら
に1991年にはそのソ連自体が崩壊したことで，
ソ連からの自立は不可避となった。他方，ソ連
崩壊はそれまでの支援国が消滅したことでもあ

り，モンゴルは経済の回復と開発を進めるため
に，新たな支援枠組を探る必要にも迫られた。
　この情勢に対して，モンゴルは自主的かつ
全方位的な外交方針を選択した。モンゴルは
1992年には新憲法で外国の軍隊の駐留を禁止
するとともに，単独での非核地位を宣言し，独
自路線を明確にした。一方，モンゴルはソ連の
ペレストロイカ期から，かつて敵対していた中
国や西側諸国との関係改善に乗り出していた
が，1990年を通じてそれら諸国との関係は拡
大していった。
　とりわけ進展がみられたのは対中国，対日本
関係である。両国との関係改善の動きは1980
年代後半にすでに始まっていたが，本格化した
のは1990年代のことである。中国との間では
1990年にオチルバト人民大会議幹事会議長（の
ちの大統領）がモンゴルの国家元首として28
年ぶりに訪中すると，両国間の要人の往来が相
次ぐようになった。とくに，1994年には李鵬
首相が来訪，両国間で新たな友好条約が締結さ
れた。また，この時期に中国からは低利融資や
無償資金の提供，留学生の受け入れも行われる
ようになったほか，両国間の貿易も拡大した。
ただ，1994年にはモンゴルが中国の反対にも
かかわらずダライ・ラマ14世の入国を許可す
るなど，両国が対立する場面もみられた。さら
に，中ソ対立を経験したモンゴル国民の間には
中国への不信や反感も根強く残っており，両国
間の関係拡大への不安要素となっている。
　対日本関係では日本側のモンゴル支援への積
極的関与と，それに応えるモンゴルの姿勢が注
目される。日本は世界銀行と共同でモンゴル支
援国会議の議長を務めるなど，旧ソ連に代わり
モンゴルへの支援を主導する立場となった。そ
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